定款変更認可申請書

○○○○協同組合

平成　　年　　月　　日
岡山県知事
　石井正弘　殿
○○県○○市○○町○○番地
○○○○協同組合
　　　　　　　　　　　　　　理事長　○○○○
中小企業等協同組合定款変更認可申請書
中小企業等協同組合法第５１条第２項の規定により中小企業等協同組合の定款変更の認可を受けたいので、別紙の変更理由書その他の必要書類を添えて申請します。
記
  １．定款変更理由書
  ２．定款中の変更しようとする箇所を記載した書面
  ３．定款変更を議決した総会議事録

　４．定款変更後の事業計画および収支予算

定款変更理由書
この度、「出入国管理及び難民認定法」の改正により、平成22年7月以降に受入れる外国人技能実習生については、受入れ企業と雇用契約を結んで技能実習を行わなければならなくなりました。よって、定款第○条（事業）第○号「外国人研修生共同受入事業」を「外国人技能実習生共同受入事業」に変更、また、第○号に「外国人技能実習生受入に係る職業紹介事業」を追加し、関連条文である第○条（法定繰越金）を変更しようとするものであります。
定款中の変更しようとする箇所を記載した書面
	新条文
	旧条文

	（事　　業）

第７条　本組合は、第１条の目的を達成するため、次の事業を行う。

（１）組合員のためにする○○の共同購買
（２）組合員のためにする外国人技能実習生共同受入事業

（３）外国人技能実習生受入に係る職業紹介事業

（４）組合員の事業に関する経営及び技術の改善向上又は組合事業に関する知識の普及を　図るための教育及び情報の提供

（５）組合員の福利厚生に関する事業

（６）前各号の事業に附帯する事業

（法定繰越金）

第５４条　本組合は、第７条第４号の事業
（教育情報事業）の費用に充てるため、毎事業年度の利益剰余金の２０分の１以上を翌事業年度に繰り越すものとする。
	（事　　業）

第７条　本組合は、第１条の目的を達成するため、次の事業を行う。

（１）組合員のためにする○○の共同購買
（２）組合員のためにする外国人研修生共同受入事業

（３）組合員の事業に関する経営及び技術の改善向上又は組合事業に関する知識の普及を　図るための教育及び情報の提供

（４）組合員の福利厚生に関する事業

（５）前各号の事業に附帯する事業

（法定繰越金）

第５４条　本組合は、第７条第３号の事業
（教育情報事業）の費用に充てるため、毎事業年度の利益剰余金の２０分の１以上を翌事業年度に繰り越すものとする。


臨時総会議事録
１．招集年月日　　　平成２２年○月○日

１．開催日時　　　　平成２２年○月○日　○時

１．開催場所　　　　○○市○○町　　○○会議室

１．組合員総数　　　○名

１．出席者数　　　　○名（本人出席○○名、委任状出席○○名）

１．理事及び監事の数

（１）理事　○名　　（２）監事　○名

１．出席理事数及び氏名

（１）出席理事数　○名

（２）出席理事氏名　○○○○、○○○○、○○○○

１．出席監事数及び氏名

（１）出席監事数　○名　（２）出席監事氏名　○○○○
１．議長の氏名　　　　○○○○
１．議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名　　○○○○
１．議長選任の経過
定刻に至り司会者が開会を宣し、本日の総会が定足数を満たしたので有効に成立せる旨を告げ、議長の選任について諮ったところ、満場一致をもって○○○○が議長に選任せられ、同氏議長席につき議案の審議に入る。

１．議事の経過の要領及び議案別の議決の結果
第１号議案　　定款変更の件
議長本件を提案、この度、「出入国管理及び難民認定法」の改正により、平成22年7月以降に受入れる外国人技能実習生については、受入れ企業と雇用契約を結んで技能実習を行わなければならなくなりました。よって、定款第○条（事業）第○号「外国人研修生共同受入事業」を「外国人技能実習生共同受入事業」に変更、また、第○号に「外国人技能実習生受入に係る職業紹介事業」を追加し、関連条文である第○条（法定繰越金）を変更したい旨を述べ、これを議場に諮ったところ満場一致をもって可決決定した。
第２号議案　　事業計画、収支予算案承認について

議長本件を提案、第１号議案に係る事業計画、収支予算について事務局に朗読させるとともに、その内容を説明させた後、これを議場に諮ったところ、満場異議なく可決決定した。
以上をもって、本日の議案全部を終了したので、議長閉会を宣す。
時に○時であった。
上記の議事の経過の要領及び結果を明確にするため、議長並びに出席理事はここに記名捺印する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成○年○月○日
○○○○協同組合臨時総会において
議　　長　　　　○○○○　　　出席理事　　　　○○○○
出席理事　　　　○○○○　　　出席理事　　　　○○○○
事業計画書
自　平成　　年　　月　　日

至　平成　　年　　月　　日

○○○○協同組合

（１）組合員の事業に要する○○品の共同購買

この事業は、組合員の事業に必要とする○○品（○○○○、○○○○、○○○○、○○○○）等を共同で購入し、生産原価の低減化、業界の販売競争力の強化を図る事業である。

　（単位：円）

	品　　　　　名
	数　　量
	購　買　額
	手数料率
	手数料額

	 ○○○○（　　　　　　　）
	㍍
	
	％
	

	 ○○○○（　　　　　　　）
	枚
	
	％
	

	 ○○○○（　　　　　　　）
	㎡
	
	％
	

	計
	
	
	
	


（２）外国人技能実習生共同受入に関する事業
　当事業は、我が国で開発され培われた技能・技術・知識の開発途上国等への移転を図り、当該開発途上国の経済発展を担う「人づくり」に寄与することを目的とし、技能実習を計画的・段階的に修得させるための技能実習計画に従って行われるものである

組合が生活相談員の配置など技能実習生からの相談に対応する体制の整備を行うほか、組合役員が巡回並びに監査を実施する。また、新たに受け入れた技能実習生に対し、外部から専門家を講師として招聘した講習（非実務）を実施する。

　技能実習生の受入れは、年○回行い、第○回は平成○○年○○月頃、組合員○社へ○○国○○市より○人を予定している。

　また、技能実習を修了し帰国した技能実習生に対し、修得技能等の活用状況に対するフォローアップ調査を実施し、技能移転の成果を確認する。
ａ．技能実習生の受入状況

	技能実習生１号ロ
	技能実習生２号ロ

（２年目）
	技能実習生２号ロ

（帰国年）

	○人
	○人
	○人


ｂ．送出し機関名　　　　　　　　●●　●●

※　適宜、必要な項目を追加すること。

（３）外国人技能実習生に係る職業紹介に関する事業（無料）
　この事業は、厚生労働大臣に対して職業安定法に基づく職業紹介事業の許可申請（又は届出）を行い、相手先国の送出し機関（取次機関）に対して求職を申し込んだ者と、組合に対して求人申込みをした組合員との間における雇用関係の成立を無料であっせんすることにより行う。また、職業紹介責任者講習を受講した組合役職員等を職業紹介責任者として配置する。

（有料の場合は以下のように記載する）

（３）外国人技能実習生に係る職業紹介に関する事業（有料）
　この事業は、厚生労働大臣に対して職業安定法に基づく職業紹介事業の許可申請（又は届出）を行い、相手先国の送出し機関（取次機関）に対して求職を申し込んだ者と、組合に対して求人申込みをした組合員との間における雇用関係の成立をあっせんする。なお、募集・採用等に係る費用（人件費は除く）は実費を徴収する。また、職業紹介責任者講習を受講した組合役職員等を職業紹介責任者として配置する。
ａ．　職業紹介計画

　　

	①区分（取扱職種）
	②相手国名
	②年間有効求職者見込数）

	・・・

・・・

・・・
	・・・

・・・

・・・
	・・・人
・・・人
・・・人


ｂ．　　職業紹介の業務に従事する者の数　　　●人

ｃ．　　職業紹介責任者名　　　　　　　　●●　●●

※　適宜、必要な項目を追加すること。
（４）教育及び情報の提供に関する事業

この事業は、組合員の事業に関する経営の改善及び知識の普及を図るため研修会等を開催する事業である。

（５）福利厚生に関する事業

この事業は、組合員の死亡、傷害事故、結婚等に対し、慶弔金等を支給する事業である。なお、この事業の運営は賦課金収入により行う。

（６）その他の附帯事業

この事業は、○○○○を行う事業である。
収支予算書

自　平成　　年　　月　　日

至　平成　　年　　月　　日

○○○○協同組合
（収入の部）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	科　　　　目
	金　　　　額
	摘　　　　　　　要

	Ⅰ．事業収入
	
	

	
	 共同購買事業収入
 共同受入事業収入

 職業紹介事業収入
	０００，０００
０００，０００

０００，０００
	事業計画書のとおり

事業計画書、明細書のとおり


	Ⅱ．賦課金収入
	
	

	
	 一般賦課金収入 
	０００，０００
	

	Ⅲ．事業外収入
	
	

	
	  雑収入
	０００
	

	計
	０，０００，０００
	


（支出の部）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　　　　目
	金　　　　額
	摘　　　　　　　要

	Ⅰ．事業費
	
	

	
	共同購買事業費
共同受入事業費
職業紹介事業費

教育情報事業費
福利厚生事業費
	０００，０００

０００，０００

０００，０００
０００，０００

０００，０００
	事業計画書、明細書のとおり
選抜渡航費等

	Ⅱ．一般管理費
	
	

	
	人件費

事務所賃借料
会議費
通信費
事務用品費
租税公課
関係団体負担金

雑費
	
	

	Ⅲ．事業外費用
	
	

	
	○○○○
	
	

	計
	
	


（別　表）

外国人技能実習生共同受入事業明細表

	収入の部

	　監理費収入

　技能実習生帰国費用

預り金

（技能実習生帰国旅費）
	円（千円）

　　　　××××××

××××××

××××××
	技能実習生○○人に対し

○○○○○円

技能実習生○○人に対し

○○○○○円

	合　　計
	××××××
	


	支出の部

	＜出入国に係る経費＞
　事前講習費

　租税公課

　渡航費

健康診断費

技能実習生帰国旅費

　

＜講習に係る経費＞
講師謝金等

　集合講習資料費

　技能実習生宿舎管理費

　講習手当

技能実習生専用保険料

＜監査・訪問指導に係る経費＞　

監査・訪問指導旅費等

＜当事業全般に係る経費＞
　JITCO賛助会費

消耗品費

　

雑　費


	円（千円）

　　　　××××××

××××××

　　　　

××××××

××××××

××××××

××××××

××××××

××××××

××××××

××××××

××××××

××××××

××××××

××××××
	送り出し機関での事前講習費　○○人　○○○円

ビザ更新登録免許税等

○○人　○○○円

技能実習生来日渡航費

○○人　○○○円

入国時健康診断

○○人　○○○円

組合員からの預り金より支出　○○人　○○○円

集合研修　外部講師への謝金・旅費等

○○人　○○○円

集合研修テキスト代等

○○人　○○○円

宿舎管理費（電気・水道・ガス代等）

２か月分

○○人　月○○○円

JITCO保険（２ヶ月分）

○○人　○○○円

役職員の組合員への巡回指導旅費・日当・宿泊費

○○人　○○○円

組合員の資本金規模による　○○○円



	合　　計
	××××××
	


※　適宜必要な項目を追加すること
